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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期
第２四半期
連結累計期間

第65期
第２四半期
連結累計期間

第64期

会計期間

自2018年
　１月１日
至2018年
　６月30日

自2019年
　１月１日
至2019年
　６月30日

自2018年
　１月１日
至2018年
　12月31日

売上収益
（百万円）

46,540 46,371 97,538

（第２四半期連結会計期間） (23,838) (23,172)  

税引前四半期（当期）利益 （百万円） 1,223 445 4,061

親会社の所有者に帰属する四半

期（当期）利益 （百万円）
703 118 2,420

（第２四半期連結会計期間） (416) (4)  

親会社の所有者に帰属する四半

期（当期）包括利益
（百万円） △152 △680 1,025

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 27,949 32,112 33,829

総資産額 （百万円） 91,426 96,084 94,277

基本的１株当たり四半期（当

期）利益 （円）
26.32 4.39 90.24

（第２四半期連結会計期間） (15.55) (0.17)  

希薄化後１株当たり四半期（当

期）利益
（円） 25.87 4.37 88.99

親会社所有者帰属持分比率 （％） 30.6 33.4 35.9

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 2,527 4,483 4,672

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △10,243 △3,571 △15,153

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 7,055 297 9,477

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 4,511 5,175 4,098

（注）１．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上収益には、消費税等は含んでおりません。

３．上記指標は、国際会計基準（IFRS）により作成された要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基づいて

おります。

 

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態および経営成績の状況

①経営成績の状況

　世界経済は米中の貿易摩擦や英国の欧州連合（ＥＵ）離脱といったリスク要因を抱え、不透明感が強まっ

ています。

　米国の景気の基調は底堅いにもかかわらず、貿易戦争の激化、トランプ大統領の「予測不可能性」が米国

経済にも警戒感を高まり、政策当局から利下げ論が相次いでいます。欧州を牽引するドイツは中国への自動

車や機械輸出に昨年後半から急ブレーキがかかり、成長が鈍化し、また、英国のＥＵ離脱問題も経済的混乱

を懸念されます。中国は米国の関税引き上げが経済にもたらす下振れ圧力に対処するため、内需の拡大余地

を発揮させるための政策見直し、内需のてこ入れを行いました。

　電子部品業界は世界のスマートフォン出荷台数は減少に転じ、今後も市場の大きな拡大や部品点数の大幅

な増加は見込みづらい状況です。車載関連は各国の環境規制の追い風もあり、特にＥＶ市場はその勢いを増

しているものの、新燃料試験「WLTP」の影響で新車販売の冴えない展開が続く欧州、経済の減速や米中貿易

摩擦の長期化が購買意欲に影響し、自動車販売台数が低迷する中国では月次で昨年から2桁減が続いていま

す。また、比較的堅調であった米国市場にも景気減速感が出てきています。

こうした中、当第２四半期連結累計期間における当社グループの業績は以下のとおりとなりました。

売上収益については、スマートフォン関連向け等家電製品関連が堅調に推移したものの、車載関連が弱含

みで推移したこと等から、前年同四半期横這いの46,371百万円となりました。銅価格が前年同四半期と比べ

て低水準で推移したことや円高/人民元安の影響等があったものの、受注の伸び悩みに伴う工場稼働率の低

下、プロダクトミックスの影響で、営業利益は同35.3％減の1,124百万円となりました。為替や支払金利等

の影響から金融収益/金融費用の純額が678百万円のマイナスとなったこともあり、税引前四半期利益は同

63.6％減の445百万円、親会社の所有者に帰属する四半期利益は同83.2％減の118百万円となりました。

 

（報告セグメントの状況）

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

１）アジア・パシフィック事業

　アジア・パシフィック事業では、中国等で車載関連需要が伸び悩んだものの、スマートフォン関連

等家電製品関連が堅調に推移したことにより、当第２四半期連結累計期間の売上収益は前年同期比

5.2％増の28,612百万円となりました。利益面で操業度低下やプロダクトミックスの影響があったた

め、セグメント利益は同11.7％減の918百万円となりました。

２）ＥＵ事業

　ＥＵ事業では、為替市場が円高/ユーロ安で推移し、新車販売台数が前年同期と比べてマイナスで

推移する中、車載関連の需要が伸び悩み、当第２四半期連結累計期間の売上収益は前年同期比8.2％

減の17,758百万円となりましたが、減収の影響、操業度低下の影響等からセグメント利益は同49.3％

減の574百万円となりました。

 

②財政状態に関する説明

（資産）

　当第２四半期連結会計期間末における資産合計は96,084百万円となり、前連結会計年度末比1,807百万円

増加しました。現金及び現金同等物等が増加したものの、営業債権及びその他の債権、棚卸資産等が減少

したため、流動資産は1,011百万円減少しました。また、有形固定資産、のれん、繰延税金資産等の減少が

あったものの、オペレーティング・リースの資産計上（IFRS第16号「リース」）により、非流動資産は

2,818百万円増加しました。

（負債）

　当第２四半期連結会計期間末における負債合計は62,467百万円となり、前連結会計年度末比3,628百万円

増加しました。有利子負債残高は、前連結会計年度末に比べ4,268百万円増加（短期有利子負債は前連結会

計年度末比1,232百万円増、１年内返済予定又は償還予定の長期有利子負債は同730百万円減、長期有利子

負債は同3,766百万円増）しました。営業債務及びその他の債務が減少したことなどから、流動負債が149
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百万円減少しました。長期借入金の増加、オペレーティング・リースの負債計上（IFRS第16号「リー

ス」）などから非流動負債が3,778百万円増加しました。

　なお、中期経営計画ステージⅢ（2018年～2021年）における指標として「ネットDEレシオ：1.0を維持」

につきましては、当第２四半期連結会計期間末のネットDEレシオは前連結会計年度末の1.05から1.09とな

りました。

（資本）

　当第２四半期連結会計期間末の資本合計は前連結会計年度末比1,821百万円減少し、33,616百万円となり

ました。親会社の所有者に帰属する四半期利益が118百万円であったものの、配当金の支払等があったため

です。その結果、親会社の所有者に帰属する持分合計は32,112百万円となり、親会社所有者帰属持分比率

は前連結会計年度末の35.9％から当第２四半期連結会計期間末33.4％となりました。

 

③キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末

比1,077百万円増加し、5,175百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は4,483百万円（前第２四半期連結累計期間は2,527百万円の収入）となり

ました。利息の支払額579百万円、法人所得税の支払額326百万円等の支出があったものの、税引前四半期

利益445百万円、減価償却費及び償却費2,599百万円等の収入があったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果支出した資金は3,571百万円（前第２四半期連結累計期間は10,243百万円の支出）となり

ました。継続的に行っている設備投資で、有形固定資産の取得による支出3,248百万円、無形資産の取得に

よる支出428百万円等の支出があったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた収入は297百万円（前第２四半期連結累計期間は7,055百万円の収入）となりま

した。配当金の支払405百万円等の支出があったものの、有利子負債が1,276百万円純増したこと等による

ものです。

 

（２）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等については、有価証

券報告書(2019年3月25日提出)の記載から重要な変更はありません。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題については、有価証券報告書(2019月

年3月25日提出)の記載から重要な変更又は新たな発生はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は2,087百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。

 

（５）従業員数

当社グループの従業員数に前連結会計年度末から著しい変動はありません。

 

（６）経営成績に重要な影響を与える要因

　当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因については、有価証券報告書(2019年3月25日提出)の

「第２ 事業の状況 2 事業等のリスク」に記載した内容から重要な変更又は新たな発生はありません。

 

（７）資本の財源及び資本の流動性についての分析

　当社グループのキャッシュ・フローの状況につきましては、「（１）財政状態および経営成績の状況　③

キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。

当社グループの主な資金需要は、人件費、販売費及び一般管理費等の営業費用並びに固定資産等にかかる投

資であり、資金需要につきましては、主に自己資金により賄い、必要に応じ銀行借入等により対応していま

す。
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ⅰ) 当社グループの資金状況

　当第２四半期連結会計期間末現在において、当社グループの流動性は十分な水準にあります。

　当社グループは、事業活動のための適切な資金確保、流動性の維持、並びに健全な財政状態を常にめざ

し、安定的な営業キャッシュ・フローの創出、幅広い資金調達手段の確保を進めています。成長を維持す

るために将来必要な運転資金及び設備投資資金は、主に手元の現金と営業活動からのキャッシュ・フロー

に加え、借入等により調達しています。銀行借入等に関しては、ベンチマークとなるNet DEレシオは1.0

を維持することを目標としております。

　手元流動性については、現金及び現金同等物3,000百万円を目安としています。当第２四半期連結会計

期間末の現金及び現金同等物は5,175百万円でした。

　なお、当社グループでは、主要な銀行と定期的にミーティングを行ない、良好な関係を築いています。

ⅱ) 資金需要の主な内容

　当社グループの運転資金需要のうち主なものは、当社グループ製品製造のための材料および部品の購入

のほか、製造費、販売費及び一般管理費等の営業費用によるものです。当社グループの研究開発費は様々

な営業費用の一部として計上されていますが、研究開発に携わる従業員の人件費が研究開発費の主要な部

分を占めています。

ⅲ) 財務政策

　当社グループは現在、運転資金および設備等投資資金については、内部資金、銀行借入より資金を調達

しています。当第２四半期連結会計期間末現在、短期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）の残

高は15,374百万円となっています。これに対して、長期借入金の残高は24,665百万円となっています。

当社グループの借入金のうち約70％が変動金利、約30％が固定金利によるものとなっています。また、

為替の影響を少なくするため、現地通貨での調達を増やしており、約95％が日本円以外の外貨による調達

となっています。

 

 

 

３【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2019年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2019年８月９日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 27,444,317 27,444,317
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら
限定のない当社
株式における標
準となる株式で
あり、単元株式
数は100株であ
ります。

計 27,444,317 27,444,317 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2019年４月１日～

2019年６月30日
－ 27,444 － 10,150 － 9,963
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（５）【大株主の状況】

  2019年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）

東京都中央区晴海1丁目8-11 8,654 31.92

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11番3号 1,666 6.14

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口９）

東京都中央区晴海1丁目8-11 1,229 4.53

ヤワタビル株式会社 東京都台東区上野1丁目19－10 1,112 4.10

Yawata Zaidan Limited

（常任代理人　八幡　貞江）

FLAT/RM 2201-3 BERKSHIRE HOUSE 25

WESTLANDS ROAD QUARRY BAY HONG KONG

（東京都中央区明石町8－2－3001）

959 3.54

BBH/SUMITOMO MITSUI TRUST (UK)

LIMITED FOR SMT TRUSTEES

(IRELAND) LIMITED FOR JAPAN

SMALL CAP FUND CLT AC

（常任代理人　株式会社三井住友銀

行デットファイナンス営業部）

BLOCK5, HARCOURT CENTRE HARCOURT

ROAD, DUBLIN 2

（東京都千代田区丸の内1丁目3番2号）

777 2.86

STATE STREET LONDON CARE OF

STATE STREET BANK AND TRUST,

BOSTON SSBTC A/C UK LONDON

BRANCH CLIENTS- UNITED KINGDOM

(常任代理人　香港上海銀行東京支

店カストディ業務部）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA

02111

（中央区日本橋３丁目11－１）

702 2.59

JUNIPER

（常任代理人 株式会社三菱UFJ銀

行　決済事業部）

P.O.BOX 2992 RIYADH 11169 KINGDOM OF

SAUDI ARABIA

(東京都千代田区丸の内2丁目7-1)

640 2.36

GOVERNMENT OF NORWAY

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店セキュリティーズ

業務部）

BANKPLASSEN 2, 0107 OSLO 1 OSLO 

0107 NO

(東京都新宿区新宿6丁目27番30号)

526 1.94

野村信託銀行株式会社(投信口) 東京都千代田区大手町2丁目2-2 364 1.34

計 － 16,631 61.30

　（注）１．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は以下のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 8,654千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,666千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 1,229千株

野村信託銀行株式会社（投信口） 364千株
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２．2019年６月26日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友トラス

ト・アセットマネジメント株式会社及びその共同保有者である日興アセットマネジメント株式会社、

Sumitomo Mitsui Trust (Hong Kong)Limited（三井住友信託（香港）有限公司）が2018年12月３日現在で

それぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2019年６月30日現在における

実質所有株式数の確認が出来ませんので、上記の大株主の状況には含めておりません。なお、当該大量保

有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

三井住友トラスト・ア

セットマネジメント株

式会社

東京都港区芝三丁目33番1号 2,196600 8.00

日興アセットマネジメ

ント株式会社
東京都港区赤坂九丁目7番1号 2,513300 9.16

Sumitomo Mitsui

Trust (Hong Kong)

Limited （三井住友信

託（香港）有限公司）

Suites 2506-9, AIA Central, 1

Connaught Road, Central, Hong Kong
36,100 0.13

 

３．2018年12月３日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において野村證券株式会社

及びその共同保有者であるノムラ　インターナショナル　ピーエルシー（NOMURA INTERNATIONAL PLC）、

野村アセットマネジメント株式会社が2018年11月22日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載

されているものの、当社として2019年６月30日現在における実質所有株式数の確認が出来ませんので、上

記の大株主の状況には含めておりません。なお、当該大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおり

であります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 725 0.00

ノムラ　インターナ

ショナル　ピーエル

シ ー (NOMURA

INTERNATIONAL PLC)

1 Angel Lane, London EC4R 3AB,

United Kingdom
58,946 0.21

野村アセットマネジメ

ント株式会社
東京都中央区日本橋一丁目12番１号 962,500 3.51

 

４．2018年11月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）においてアッセトマネジメ

ントOne株式会社が2018年10月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社と

して2019年６月30日現在における実質所有株式数の確認が出来ませんので、上記の大株主の状況には含め

ておりません。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

アセットマネジメント

One株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 2,661,600 9.70

 

５．2018年８月３日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）においていちよしアセット

マネジメント株式会社が2018年７月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当

社として2019年６月30日現在における実質所有株式数の確認が出来ませんので、上記の大株主の状況には

含めておりません。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

いちよしアセットマネ

ジメント株式会社
東京都中央区八丁堀２-23-１ 1,676,400 6.11
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６．2018年５月11日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）においてレオス・キャピタ

ルワークス株式会社が2018年５月８日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社

として2019年6月30日現在における実質所有株式数の確認が出来ませんので、上記の大株主の状況には含

めておりません。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

レオス・キャピタル

ワークス株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目11番１号 3,875,000 14.12

 

７．2018年４月２日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において三菱東京ＵＦＪ銀

行及びその共同保有者である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社、三菱ＵＦＪ国際投信株式会社、三菱ＵＦＪモ

ルガン・スタンレー証券株式会社が2018年３月26日現在で以下の株式を所有している旨が記載されている

ものの、当社として2019年６月30日現在における実質所有株式数の確認が出来ませんので、上記の大株主

の状況には含めておりません。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりでありま

す。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

株式会社三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行
東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 53,193 0.19

三菱ＵＦＪ信託銀行株

式会社
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 413,500 1.51

三菱ＵＦＪ国際投信株

式会社

東京都千代田区有楽町一丁目１２番１

号
340,600 1.24

三菱ＵＦＪモルガン・

スタンレー証券株式会

社

東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 181,629 0.66

 

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2019年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     314,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  27,086,000 270,860 －

単元未満株式 普通株式      44,017 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 27,444,317 － －

総株主の議決権 － 270,860 －

　 （注）上記「単元未満株式」の欄の普通株式には、自己株式27株が含まれております。
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②【自己株式等】

2019年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

スミダコーポレーション

株式会社

東京都中央区晴海一丁目８

番10号 晴海アイランドト

リトンスクエア オフィス

タワーX棟14階

314,300 － 314,300 1.14

計 － 314,300 － 314,300 1.14

 

 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】
１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2019年４月１日から

2019年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2019年１月１日から2019年６月30日まで）に係る要約四半期

連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

（単位：百万円）

 
注記
番号

前連結会計年度
（2018年12月31日）

当第２四半期
連結会計期間

（2019年６月30日）

資産    

流動資産    

 現金及び現金同等物 6 4,098 5,175

 営業債権及びその他の債権 6 19,102 17,905

 棚卸資産  18,983 17,660

 その他の流動資産  4,109 4,539

 流動資産合計  46,292 45,281

     

非流動資産    

 有形固定資産  33,754 33,141

 使用権資産  － 4,117

 のれん  4,266 4,164

 無形資産  6,183 5,980

 金融資産 6 1,075 1,088

 繰延税金資産  2,225 1,899

 その他の非流動資産  477 410

 非流動資産合計  47,984 50,802

     

資産合計  94,277 96,084
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（単位：百万円）

 
注記
番号

前連結会計年度
（2018年12月31日）

当第２四半期
連結会計期間

（2019年６月30日）

負債及び資本    

負債    

流動負債    

 営業債務及びその他の債務 6 10,392 9,574

 短期有利子負債 6 9,350 10,582

 
１年内返済予定又は償還予定の
長期有利子負債

6 6,190 5,460

 引当金  37 83

 未払法人所得税  343 322

 未払費用  2,669 2,262

 その他の流動負債  1,171 1,720

 流動負債合計  30,155 30,006

     

非流動負債    

 長期有利子負債 6 24,666 28,433

 退職給付に係る負債  1,417 1,373

 引当金  18 18

 繰延税金負債  1,369 1,376

 その他の非流動負債 7 1,210 1,259

 非流動負債合計  28,682 32,461

 負債合計  58,838 62,467

     

資本    

 資本金  10,150 10,150

 資本剰余金  9,898 9,898

 その他資本性金融商品  5,000 5,000

 利益剰余金  12,385 11,312

 新株予約権  180 196

 自己株式  △792 △653

 その他の包括利益累計額  △2,992 △3,792

 
親会社の所有者に帰属する
持分合計

 33,829 32,112

 非支配持分  1,609 1,504

     

資本合計  35,438 33,616

    

負債及び資本合計  94,277 96,084
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（２）【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

 
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
（自　2018年１月１日
至　2018年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年６月30日）

売上収益 10 46,540 46,371

売上原価  △39,687 △40,442

売上総利益  6,853 5,928

販売費及び一般管理費  △5,092 △4,844

その他の営業収益 11 47 61

その他の営業費用 11 △69 △21

営業利益  1,738 1,124

金融収益  40 14

金融費用  △555 △692

税引前四半期利益  1,223 445

法人所得税費用  △458 △391

四半期利益  765 54

    

四半期利益の帰属    

親会社の所有者  703 118

非支配持分  62 △64

 

 
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
（自　2018年１月１日
至　2018年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年６月30日）

１株当たり四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益(円) 5 26.32 4.39

希薄化後１株当たり四半期利益(円) 5 25.87 4.37
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【第２四半期連結会計期間】

（単位：百万円）

 
注記
番号

前第２四半期連結会計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年６月30日）

売上収益 10 23,838 23,172

売上原価  △19,899 △20,333

売上総利益  3,939 2,838

販売費及び一般管理費  △2,654 △2,314

その他の営業収益 11 21 12

その他の営業費用 11 △24 △11

営業利益  1,281 524

金融収益  7 8

金融費用  △507 △353

税引前四半期利益  782 179

法人所得税費用  △330 △243

四半期利益  451 △63

    

四半期利益の帰属    

親会社の所有者  416 4

非支配持分  35 △68

 

 
注記
番号

前第２四半期連結会計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年６月30日）

１株当たり四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益(円) 5 15.55 0.17

希薄化後１株当たり四半期利益(円) 5 15.30 0.17
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

 
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
（自　2018年１月１日
至　2018年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年６月30日）

四半期利益  765 54

その他の包括利益    

純損益に振替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で測
定する金融資産

 △24 △0

確定給付制度の再測定  22 12

純損益に振替えられることのない項目合計  △2 12

    

純損益に振替えられる可能性のある項目    

キャッシュ・フロー・ヘッジ  27 △97

在外営業活動体の換算差額  △930 △755

純損益に振替えられる可能性のある項目
合計

 △903 △852

その他の包括利益合計（税引後）  △905 △839

    

四半期包括利益合計  △139 △785

四半期包括利益合計の帰属    

親会社の所有者  △152 △680

非支配持分  13 △104
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【第２四半期連結会計期間】

（単位：百万円）

 
注記
番号

前第２四半期連結会計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年６月30日）

四半期利益  451 △63

その他の包括利益    

純損益に振替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で測
定する金融資産

 3 △0

確定給付制度の再測定  9 6

純損益に振替えられることのない項目合計  12 6

    

純損益に振替えられる可能性のある項目    

キャッシュ・フロー・ヘッジ  9 △41

在外営業活動体の換算差額  215 △919

純損益に振替えられる可能性のある項目
合計

 224 △961

その他の包括利益合計（税引後）  237 △954

    

四半期包括利益合計  689 △1,018

四半期包括利益合計の帰属    

親会社の所有者  637 △915

非支配持分  51 △102
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（３）【要約四半期連結持分変動計算書】

（単位：百万円）
 

 
注記

番号

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 新株予約権 自己株式

2018年１月１日時点の残高  10,150 9,898 11,376 270 △1,526

会計方針の変更    347   

修正再表示後の残高  10,150 9,898 11,723 270 △1,526

四半期利益    703   

その他の包括利益       

四半期包括利益合計  － － 703 － －

配当金 8   △881   

自己株式の取得      △0

自己株式の処分   △78  △32 111

自己株式処分差損の振替   78 △78   

株式に基づく報酬取引     65  

所有者との取引額合計  － － △960 33 110

2018年６月30日時点の残高  10,150 9,898 11,467 303 △1,415

 

（単位：百万円）

 
注記

番号

親会社の所有者に帰属する持分

合計 非支配持分 資本合計

その他の包括利益累計額

合計確定給付
制度の
再測定

売却可能
金融資産の
公正価値の
純変動

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産

キャッシュ
・フロー・
ヘッジ

在外営業
活動体の
換算差額

2018年１月１日時点の残高  △497 64 － △21 △1,143 △1,598 28,570 1,551 30,122

会計方針の変更   △64 64    347 15 363

修正再表示後の残高  △497 － 64 △21 △1,143 △1,598 28,917 1,567 30,485

四半期利益       － 703 62 765

その他の包括利益  22  △24 27 △881 △856 △856 △48 △905

四半期包括利益合計  22 － △24 27 △881 △856 △152 13 △139

配当金 8      － △881  △881

自己株式の取得       － △0  △0

自己株式の処分       － 0  0

自己株式処分差損の振替       － －  －

株式に基づく報酬取引       － 65  65

所有者との取引額合計  － － － － － － △815 － △815

2018年６月30日時点の残高  △475 － 39 6 △2,025 △2,455 27,949 1,580 29,530
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（単位：百万円）
 

 
注記

番号

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金
その他資本性
金融商品

利益剰余金 新株予約権 自己株式

2019年１月１日時点の残高  10,150 9,898 5,000 12,385 180 △792

会計方針の変更     △586   

修正再表示後の残高  10,150 9,898 5,000 11,799 180 △792

四半期利益     118   

その他の包括利益        

四半期包括利益合計  － － － 118 － －

配当金 8    △406   

その他資本性金融商品の所有
者に対する分配

    △100   

自己株式の取得       △0

自己株式の処分   △98   △40 139

自己株式処分差損の振替   98  △98   

株式に基づく報酬取引      57  

所有者との取引額合計  － － － △605 16 139

2019年６月30日時点の残高  10,150 9,898 5,000 11,312 196 △653

 

（単位：百万円）

 
注記

番号

親会社の所有者に帰属する持分

合計 非支配持分 資本合計

その他の包括利益累計額

合計確定給付
制度の
再測定

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産

キャッシュ
・フロー・
ヘッジ

在外営業
活動体の
換算差額

2019年１月１日時点の残高  △475 41 4 △2,564 △2,992 33,829 1,609 35,438

会計方針の変更       △586  △586

修正再表示後の残高  △475 41 4 △2,564 △2,992 33,242 1,609 34,851

四半期利益       118 △64 54

その他の包括利益  12 △0 △97 △714 △799 △799 △40 △839

四半期包括利益合計  12 △0 △97 △714 △799 △680 △104 △785

配当金 8     － △406  △406

その他資本性金融商品の所有
者に対する分配

     － △100  △100

自己株式の取得      － △0  △0

自己株式の処分      － 0  0

自己株式処分差損の振替      － －  －

株式に基づく報酬取引      － 57  57

所有者との取引額合計  － － － － － △449 － △449

2019年６月30日時点の残高  △462 41 △92 △3,279 △3,792 32,112  33,616
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（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）

 
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
（自　2018年１月１日
至　2018年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期利益  1,223 445

減価償却費及び償却費  1,853 2,599

受取利息及び受取配当金  △11 △10

支払利息  336 602

有形固定資産除売却損益（△は益）  △25 △20

営業債権及びその他の債権の増減額（△は
増加）

 582 791

棚卸資産の増減額（△は増加）  △1,159 917

営業債務及びその他の債務の増減額（△は
減少）

 390 △409

その他  △247 461

小計  2,941 5,378

利息及び配当金の受取額  11 10

利息の支払額  △337 △579

法人所得税の支払額  △88 △326

営業活動によるキャッシュ・フロー  2,527 4,483

    

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △3,880 △3,248

有形固定資産の売却による収入  122 109

無形資産の取得による支出  △493 △428

子会社株式取得に伴う支出  △5,991 －

その他  △0 △4

投資活動によるキャッシュ・フロー  △10,243 △3,571
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（単位：百万円）
   

 
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
（自　2018年１月１日
至　2018年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年６月30日）

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期有利子負債の純増減額（△は減少）  10,630 1,409

長期借入れによる収入  4,194 1,372

長期借入金の返済による支出  △6,784 △1,505

社債の償還による支出  △60 －

配当金の支払額 8 △879 △405

その他資本性金融商品の所有者に対する分
配の支払額

 － △98

リース債務返済による支出  △48 △473

その他  2 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー  7,055 297

    

現金及び現金同等物に係る換算差額  △204 △131

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △864 1,077

現金及び現金同等物の期首残高  5,375 4,098

現金及び現金同等物の四半期末残高  4,511 5,175
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１　作成の基礎

(1）報告企業

　スミダコーポレーション株式会社（以下、「当社」という。）は日本に所在する株式会社であり東京証券

取引所（市場第一部）に上場しております。要約四半期連結財務諸表は、2019年６月30日を四半期連結会計

期間末日とし、当社及び当社の子会社（以下、「当社グループ」という。）から構成されております。当社

の所在地は当社のホームページ（https://www.sumida.com）に記載されております。

　当社グループの事業及び主要な事業内容は、注４「セグメント情報」に記載されております。

 

(2）IFRSに準拠している旨

　当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平

成19年内閣府令第64号）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同規

則第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠し作成しております。

　要約四半期連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連

結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

 

　本要約四半期連結財務諸表は、当社代表執行役CEO八幡滋行及び当社代表執行役CFO本多慶行により2019年

８月９日に承認されております。

 

(3）機能通貨及び表示通貨

　当社の要約四半期連結財務諸表は日本円で表示しております。機能通貨とは企業が営業活動を行う主たる

経済環境の通貨をいい、当社の機能通貨は日本円であります。

　日本円で表示されている財務情報は原則として百万円未満の金額を切り捨てて表示しております。

 

(4）測定の基礎

　当社の要約四半期連結財務諸表は、金融商品、従業員給付等を除き取得原価をもとに作成されておりま

す。

 

(5）未適用の基準書及び解釈指針

　本要約四半期連結財務諸表の承認日までに新設または改訂された基準書及び解釈指針のうち、当社グルー

プが適用していない主な基準書及び解釈指針は以下のとおりであります。

　当社グループは、この基準書が連結財務諸表に与える影響を検討中であります。

基準書及び解釈指針 強制適用開始日
当社グループ

適用会計年度
概要

IFRS第17号 保険契約 2021年１月1日 2021年12月期
保険契約に関する会計処理の

改訂

 

 

２　重要な会計方針

　本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、以下を除き、前連結会計年度に係る連結財

務諸表において適用した会計方針と同一であります。

　当社グループは、第１四半期連結会計期間より、以下の基準を適用しております。

基準書及び解釈指針 新設・改訂の概要

IFRS第16号 リース リースに関する会計処理の改訂

 

　当社グループは、IFRS第16号「リース」（2016年１月公表、以下「IFRS第16号」という。）を第１四半期連

結会計期間から適用しております。

　当社グループでは、経過措置に従ってIFRS第16号を遡及適用し、適用開始の累積的影響を第１四半期連結会

計期間の利益剰余金期首残高の修正として認識しております。IFRS第16号への移行に際し、契約にリースが含

まれているか否かについては、IFRS第16号C3項の実務上の便法を選択し、IAS第17号「リース」（以下「IAS第

17号」という。）及びIFRIC第４号「契約にリースが含まれているか否かの判断」のもとでの判断を引き継い

でおります。

　当社グループは、過去にIAS第17号を適用してオペレーティング・リースに分類したリースについて、IFRS

第16号の適用開始日に、リース負債を認識しております。当該リース負債は、残存リース料を適用開始日現在

の借手の追加借入利子率を用いて割り引いた現在価値で測定しております。適用開始日現在の連結財政状態計

算書に認識されているリース負債に適用している借手の追加借入利子率の加重平均は3.1％であります。
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　前連結会計年度末現在でIAS第17号を適用して開示したオペレーティング・リース契約と連結財政状態計算

書に認識した適用開始日現在のリース負債の調整表は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 金額

2018年12月31日現在で開示したオペレーティング・リース契約 2,062

  

2018年12月31日現在で開示したオペレーティング・リース契約（追加借入利子率で割引後） 1,933

ファイナンス・リース債務（2018年12月31日現在） 538

短期リース費用として会計処理 △48

少額資産リース費用として会計処理 △14

解約可能オペレーティング・リース契約 1,008

延長オプションの見積りの見直し 1,359

2019年１月１日現在のリース負債 4,777

 

　IFRS第16号の適用により、従前の会計基準を適用した場合と比べて、第１四半期連結会計期間の期首におい

て、利益剰余金が586百万円減少しております。

　なお、当社グループは、IFRS第16号を適用するにあたり、以下の実務上の便法を使用しております。

・特性が合理的に類似したリース契約につき単一の割引率を適用

・契約開始日から12か月以内にリースが終了する短期リース及び少額資産リースについて、使用権資産の測

定から除外

・適用開始日から12か月以内にリースが終了するリースについて、短期リースと同じ方法で会計処理

・当初直接コストを適用開始日現在の使用権資産の測定から除外

・延長又は解約オプションが含まれている契約について、リース期間を算定する際などに、事後的判断を使

用

 

 

表示方法の変更

 

　要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書において、過去重要性が乏しいため「財務活動によるキャッ

シュ・フロー」の「その他」に含まれていた「リース債務の返済による支出」については、重要な会計方針に

記載されているIFRS第16号の適用に伴い金額の重要性が増したため、当第２四半期連結会計期間より独立掲記

いたしました。それに伴い比較年度の要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書についても組替表記をしてお

ります。

 

 

 

３　重要な会計上の見積り及び仮定

　IFRSに準拠した当社グループの要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者による会計方針の適用並び

に資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積り及び仮定が含まれております。これらの見積り及

び仮定は、過去の実績及び利用可能な情報を勘案し、各報告期間末において合理的と考えられる様々な要因を

勘案した経営者の最善の判断に基づいております。しかし、会計上の見積りの結果は、その性質上、実際の結

果とは異なる可能性があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。これらの見積り及び仮定の見直しによる影響は、

その見積りを見直した会計期間と将来の会計期間において認識されます。

　本要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、前連結会計年度に係る連結財務

諸表と同様であります。
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４　セグメント情報

(1）報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち、分離された財務情報が入手可能であり、最高経営責任

者（CEO）が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっておりま

す。当社グループでは、国内外においてコイルの製造、販売を行っており、純粋持株会社である当社による

事業活動の支配・管理の下、現地法人が担当しております。当社は、製品・サービスについて地域ごとに包

括的な戦略を立案・決定し、事業活動を展開しております。したがって、当社グループは、生産・販売・研

究開発体制を基礎とした地域別セグメントから構成されており、「アジア・パシフィック事業」と「ＥＵ事

業」の２つを報告セグメントとしています。各報告セグメントでは、音響・映像・ＯＡ・車載用・産業用機

器等の電子部品、高周波コイルの研究・開発・設計・製造・販売を行っております。

 

(2）セグメントの収益及び費用

　報告セグメントは、主に製造活動から生じる収益及び外部または他のセグメントに対する製品の販売から

収益を生み出しております。

　報告セグメント間の売上収益は市場実勢価格に基づいております。

　セグメント間の内部売上収益及びその他の項目の消去は「調整額」で示しております。

　「セグメント利益」は、売上収益から売上原価・販売費及び一般管理費を控除しております。

 

 

前第２四半期連結累計期間（自　2018年１月１日　至　2018年６月30日）

（単位：百万円）
 

 

報告セグメント

調整額
要約四半期連結
財務諸表計上額

アジア・
パシフィック
事業

ＥＵ事業 計

売上収益      

外部顧客への売上収益 27,189 19,351 46,540 － 46,540

セグメント間の内部売上収

益または振替高
2,242 1,082 3,324 △3,324 －

合計 29,431 20,433 49,864 △3,324 46,540

セグメント利益 1,040 1,134 2,175 △414 1,760

その他の営業収益 － － － － 47

その他の営業費用 － － － － △69

金融収益 － － － － 40

金融費用 － － － － △555

税引前四半期利益 － － － － 1,223

(注)セグメント利益の調整額には、報告セグメントに配分していない全社費用△416百万円が含まれております。
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当第２四半期連結累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年６月30日）

（単位：百万円）
 

 

報告セグメント

調整額
要約四半期連結
財務諸表計上額

アジア・
パシフィック
事業

ＥＵ事業 計

売上収益      

外部顧客への売上収益 28,612 17,758 46,371 － 46,371

セグメント間の内部売上収

益または振替高
1,832 851 2,684 △2,684 －

合計 30,444 18,610 49,055 △2,684 46,371

セグメント利益 918 574 1,493 △409 1,083

その他の営業収益 － － － － 61

その他の営業費用 － － － － △21

金融収益 － － － － 14

金融費用 － － － － △692

税引前四半期利益 － － － － 445

(注)セグメント利益の調整額には、報告セグメントに配分していない全社費用△410百万円が含まれております。

 

 

前第２四半期連結会計期間（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）

（単位：百万円）
 

 

報告セグメント

調整額
要約四半期連結
財務諸表計上額

アジア・
パシフィック
事業

ＥＵ事業 計

売上収益      

外部顧客への売上収益 14,064 9,774 23,838 － 23,838

セグメント間の内部売上収

益または振替高
1,139 589 1,728 △1,728 －

合計 15,203 10,363 25,567 △1,728 23,838

セグメント利益 795 739 1,535 △250 1,284

その他の営業収益 － － － － 21

その他の営業費用 － － － － △24

金融収益 － － － － 7

金融費用 － － － － △507

税引前四半期利益 － － － － 782

(注)セグメント利益の調整額には、報告セグメントに配分していない全社費用△252百万円が含まれております。
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当第２四半期連結会計期間（自　2019年４月１日　至　2019年６月30日）

（単位：百万円）
 

 

報告セグメント

調整額
要約四半期連結
財務諸表計上額

アジア・
パシフィック
事業

ＥＵ事業 計

売上収益      

外部顧客への売上収益 14,687 8,485 23,172 － 23,172

セグメント間の内部売上収

益または振替高
908 420 1,329 △1,329 －

合計 15,595 8,905 24,501 △1,329 23,172

セグメント利益 471 199 670 △146 523

その他の営業収益 － － － － 12

その他の営業費用 － － － － △11

金融収益 － － － － 8

金融費用 － － － － △353

税引前四半期利益 － － － － 179

(注)セグメント利益の調整額には、報告セグメントに配分していない全社費用△147百万円が含まれております。
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５　１株当たり利益

　基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四半期利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年１月１日
至　2018年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年６月30日）

(1)　基本的１株当たり四半期利益   

基本的１株当たり四半期利益算定上の基礎   

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 703 118

親会社の普通株主に帰属しない四半期利益（百万円） － －

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益（百万円）
703 118

期中平均普通株式数（株） 26,733,103 27,107,656

基本的１株当たり四半期利益（円） 26.32 4.39

(2)　希薄化後１株当たり四半期利益   

希薄化後１株当たり四半期利益算定上の基礎   

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益（百万円）
703 118

四半期利益調整額（百万円） － －

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益（百万円）
703 118

期中平均普通株式数（株） 26,733,103 27,107,656

ストック・オプションによる普通株式増加数（株） 461,224 86,823

希薄化後期中平均普通株式数（株） 27,194,327 27,194,479

希薄化後１株当たり四半期利益 25.87 4.37

希薄化効果を有しないため、希薄化後１株当たり四半期利

益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計年度末か

ら重要な変動があったものの概要

－ －
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前第２四半期連結会計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年６月30日）

(1)　基本的１株当たり四半期利益   

基本的１株当たり四半期利益算定上の基礎   

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 416 4

親会社の普通株主に帰属しない四半期利益（百万円） － －

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益（百万円）
416 4

期中平均普通株式数（株） 26,754,036 27,124,672

基本的１株当たり四半期利益（円） 15.55 0.17

(2)　希薄化後１株当たり四半期利益   

希薄化後１株当たり四半期利益算定上の基礎   

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益（百万円）
416 4

四半期利益調整額（百万円） － －

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用す

る四半期利益（百万円）
416 4

期中平均普通株式数（株） 26,754,036 27,124,672

ストック・オプションによる普通株式増加数（株） 440,299 69,785

希薄化後期中平均普通株式数（株） 27,194,335 27,194,457

希薄化後１株当たり四半期利益 15.30 0.17

希薄化効果を有しないため、希薄化後１株当たり四半期利

益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計年度末か

ら重要な変動があったものの概要

－ －
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６　企業結合等関係

前第２四半期連結累計期間(自2018年１月１日 至2018年６月30日)

（１）企業結合の概要

①被取得企業の名称

Pontiac Coil, Inc.(以下「Pontiac社」)

②企業結合の概要と企業結合を行った主な理由

Pontiac社は、米国を中心にオートモーティブ向け各種コイルの開発・製造・販売を行っており、

本社がデトロイトの近くにある地の利も生かし、優良顧客と緊密な関係を築いています。当社グルー

プとPontiac社が保有する技術力・生産力・販売力を統合することにより、さらに大きな相乗効果が

期待できると判断したことによります。

③企業結合日

2018年６月１日

④企業結合の法的形式

株式の取得

⑤取得した議決権比率

100％

 

（２）取得日現在における支払対価、取得資産及び引受負債の公正価値

 金額（百万円）

支払対価の公正価値（現金） 5,991

取得資産及び引受負債の公正価値（暫定値）  

　現金及び現金同等物 0

　営業債権及びその他の債権 749

　棚卸資産 424

　有形固定資産 692

　その他資産 12

　営業債務及びその他の債務 △422

　その他負債 △318

　取得資産及び引受負債の公正価値（純額） 1,138

　のれん 4,853

 

　当該企業結合により生じたのれんは、アジアパシフィック事業に計上されております。

　なお、取得した資産及び引き受けた負債並びにのれんの額については、当第２四半期連結会計期間末

において取得原価の配分が完了していないため、現時点で入手可能な情報に基づいて暫定的に算定して

おります。取引日に存在していた事実及び状況について取得日から１年以内に新たな情報が生じ、上記

の金額に修正または追加がある場合には、取得時の会計処理を修正することとなります。

　のれんは主に、Pontiac社のもつ技術に関連するものと、同社が北米地域にもつ顧客との良好な取引

関係から期待される収益の見込みによるものです。また、税務上損金に算入されるのれんの額はありま

せん。

　取得した契約上の営業債権及びその他の債権は749百万円であり、そのうち回収不能と見込まれる額

については重要性がありません。

 

（３）条件付対価

　当社グループは、被取得企業と株式を売却した株主との間で、取得日に発行し2018年11月30日に満了

する雇用契約を締結しており、係る雇用契約が満了した場合に２百万ドルの追加対価を支払うことで合

意しております。この追加対価に関連して、取得日における公正価値である２百万ドルを条件付対価と

して、取得対価に含めております。
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（４）取得関連費用

　当企業結合に係る取得関連費用は188百万円であり、全て要約四半期連結損益計算書の「販売費及び

一般管理費」に費用計上されています。

 

（５）取得に伴うキャッシュ・フロー

 金額(百万円)

取得により支出した現金及び同等物 5,991

取得時に被取得会社が保有していた現金及び現金同等物 △0

子会社の取得による支出 5,991

 

（６）業績に与える影響

　当社グループの要約四半期連結損益計算書には、取得日以降にPontiac社から生じた売上収益及び四

半期利益が、それぞれ517百万円及び53百万円含まれております。また、企業結合が期首に実施された

と仮定した場合、当第２四半期連結累計期間における当社グループの売上収益及び四半期利益は、それ

ぞれ49,067百万円、989百万円であったと算定されます。

 

 

当第２四半期連結累計期間(自2019年１月１日 至2019年６月30日)

該当事項はありません。
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７　資本及びその他の資本項目
 

授権株式数及び発行済株式総数の増減は以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年１月１日
至　2018年６月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年６月30日）

 株  株

授権株式数    

普通株式 70,000,000  70,000,000

    

発行済株式総数    

期首残高 27,444,317  27,444,317

期中増加（注） －  －

期中減少 －  －

四半期末残高 27,444,317  27,444,317

 

自己株式数の増減は以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年１月１日
至　2018年６月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年６月30日）

 株  株

自己株式数    

期首残高 734,541  381,239

期中増加（注）１ 158  88

期中減少（注）２ 53,500  67,000

四半期末残高 681,199  314,327

（注）１　単元未満株式の買取によるものです。

２　新株予約権の行使に基づく自己株式の処分によるものです。
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８　配当

配当金支払額

前第２四半期連結累計期間（自　2018年１月１日　至　2018年６月30日）

決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2018年２月９日

取締役会
普通株式 721 27.00 2017年12月31日 2018年３月５日

2018年４月27日

取締役会
普通株式 160 6.00 2018年３月31日 2018年５月31日

 

当第２四半期連結累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年６月30日）

決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2019年２月21日

取締役会
普通株式 243 9.00 2018年12月31日 2019年３月５日

2019年５月７日

取締役会
普通株式 162 6.00 2019年３月31日 2019年５月31日

 

配当の効力が翌四半期となる配当

前第２四半期連結累計期間（自　2018年１月１日　至　2018年６月30日）

決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2018年７月31日

取締役会
普通株式 160 6.00 2018年６月30日 2018年８月27日

 

当第２四半期連結累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年６月30日）

決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2019年７月31日

取締役会
普通株式 162 6.00 2019年６月30日 2019年８月26日
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９　金融商品

(1)金融商品の分類

金融資産の分類

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2018年12月31日）

当第２四半期連結会計期間

(2019年６月30日)

償却原価で測定する金融資産

現金及び現金同等物 4,098 5,175

営業債権及びその他の債権 19,102 17,905

その他の流動資産 55 53

金融資産 246 250

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

金融資産 52 51

純損益を通じて公正価値で測定するヘッジ手段

デリバティブ 5 2

(注) 上表の金融資産残高には保険積立金を含めておりません。

 

金融負債の分類

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2018年12月31日）

当第２四半期連結会計期間

（2019年６月30日）

償却原価で測定する金融負債   

営業債務及びその他の債務 10,392 9,574

短期有利子負債 9,350 10,582

１年内返済予定又は償還予定の長

期有利子負債
6,190 4,791

長期有利子負債 24,666 24,665

公正価値で測定するその他の金融負債  

デリバティブ － 104

 

(2）公正価値の算定方法

　金融商品の公正価値の算定方法は以下のとおりであります。

 

(現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務、短期有利子負債)

　これらは短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

 

(投資有価証券)

　原則として各報告期間における市場価格により算定しております。

 

(長期有利子負債)

　原則として、将来キャッシュ・フローを新規に同様の契約を実行した場合に想定される利率で割引いた

現在価値により算定しております。
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(デリバティブ)

　取引先金融機関から提示された価格等により算定しております。

 

(3）公正価値ヒエラルキー

　公正価値で測定される金融商品について、算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じレベル

１からレベル３までを以下に基づき分類しております。

レベル１：活発な市場における同一の資産または負債の公正価値

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接または間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値

 

　当社グループは、上記の公正価値で測定される金融商品の分類に際し、当該商品の測定に伴う不確実性や

主観性を必要とする金融商品はありません。

　レベル間の振替えが行われた金融商品の有無は各報告期間にて判断しております。

　公正価値で測定される金融資産及び金融負債に係る各報告期間における公正価値のレベル別内訳は次のと

おりであります。

 

前連結会計年度（2018年12月31日）

（単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

金融資産 － － 52 52

純損益を通じて公正価値で測定するヘッジ手段    

デリバティブ － 5 － 5

 

当第２四半期連結会計期間（2019年６月30日）

（単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

金融資産 － － 51 51

純損益を通じて公正価値で測定するヘッジ手段    

デリバティブ － 2 － 2

公正価値で測定するその他の金融負債    

デリバティブ － 104 － 104

 

　前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間において、レベル１、レベル２、レベル３間

での振替えはありません。

　レベル３に分類された金融商品に係る公正価値は、当該商品の性質等に基づき適切なインプットを評価

し、第三者による鑑定結果等をもとに測定しております。前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連

結累計期間おいて、レベル３に分類された金融商品の公正価値に重要な変動はありません。
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(4）償却原価で測定する金融商品の帳簿価額と公正価値

　以下の表は、帳簿価額が公正価値に合理的に近似しない償却原価で測定する金融商品の帳簿価額と公正価

値であります。

　これらは公正価値ヒエラルキー上ではすべてレベル２に分類しております。

 
  

 
前連結会計年度
（2018年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2019年６月30日）

 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

借入金 24,280 24,261 24,665 24,686
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10　収益

　当社グループは、アジア・パシフィック事業及びＥＵ事業を経営資源の配分の決定及び業績の評価をするた

めに、定期的に検討を行う対象としていることから、これらの事業で計上する収益を売上収益として表示して

おります。

　当社グループは、顧客との契約から生じる収益を顧客との契約に基づき、それぞれの事業の収益を家電製品

関連、車載関連、インダストリー分野に区分しております。また、地域別の収益は販売元の所在地に基づき分

解しております。これらの分解した収益とセグメント売上高との関連は以下のとおりであります。

 

前第２四半期連結累計期間（自　2018年１月１日　至　2018年６月30日）

 販売元区分 (百万円)

製品分野区分 日本 香港中国 アジア 欧州 北米 合計

-家電製品関連 430 5,072 634 － 338 6,476

-車載関連 4,716 7,860 788 － 3,072 16,437

-インダストリー分野 2,469 687 510 － 608 4,275

アジア・パシフィック事業合計 7,615 13,620 1,933 － 4,019 27,189

       

-家電製品関連 － － － 1,546 － 1,546

-車載関連 － － － 13,634 － 13,634

-インダストリー分野 － － － 4,170 － 4,170

ＥＵ事業合計 － － － 19,351 － 19,351

       

顧客との契約から生じる収益 7,615 13,620 1,933 19,351 4,019 46,540

       

収益認識の時期       

一時点で移転する製品 7,615 13,620 1,933 18,928 4,019 46,118

一定の期間にわたり移転するサービス － － － 422 － 422

 7,615 13,620 1,933 19,351 4,019 46,540
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当第２四半期連結累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年６月30日）

 販売元区分 (百万円)

製品分野区分 日本 香港中国 アジア 欧州 北米 合計

-家電製品関連 410 4,191 1,669 － 1,331 7,601

-車載関連 4,369 6,446 773 － 4,806 16,395

-インダストリー分野 2,242 577 524 － 1,270 4,614

アジア・パシフィック事業合計 7,021 11,214 2,968 － 7,408 28,612

       

-家電製品関連 － － － 1,001 － 1,001

-車載関連 － － － 12,749 － 12,749

-インダストリー分野 － － － 4,007 － 4,007

ＥＵ事業合計 － － － 17,758 － 17,758

       

顧客との契約から生じる収益 7,021 11,214 2,968 17,758 7,408 46,371

       

収益認識の時期       

一時点で移転する製品 7,021 11,214 2,968 17,158 7,408 45,771

一定の期間にわたり移転するサービス － － － 599 － 599

 7,021 11,214 2,968 17,758 7,408 46,371

 

前第２四半期連結会計期間（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）

 販売元区分 (百万円)

製品分野区分 日本 香港中国 アジア 欧州 北米 合計

-家電製品関連 202 2,801 326 － 144 3,475

-車載関連 2,332 3,884 389 － 1,828 8,435

-インダストリー分野 1,228 359 257 － 307 2,154

アジア・パシフィック事業合計 3,764 7,045 974 － 2,280 14,064

       

-家電製品関連 － － － 794 － 794

-車載関連 － － － 6,858 － 6,858

-インダストリー分野 － － － 2,120 － 2,120

ＥＵ事業合計 － － － 9,774 － 9,774

       

顧客との契約から生じる収益 3,764 7,045 974 9,774 2,280 23,838

       

収益認識の時期       

一時点で移転する製品 3,764 7,045 974 9,593 2,280 23,657

一定の期間にわたり移転するサービス － － － 180 － 180

 3,764 7,045 974 9,774 2,280 23,838
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当第２四半期連結会計期間（自　2019年４月１日　至　2019年６月30日）

 販売元区分 (百万円)

製品分野区分 日本 香港中国 アジア 欧州 北米 合計

-家電製品関連 181 2,301 1,109 － 648 4,242

-車載関連 2,148 3,256 364 － 2,369 8,140

-インダストリー分野 1,077 297 252 － 677 2,304

アジア・パシフィック事業合計 3,408 5,856 1,726 － 3,696 14,687

       

-家電製品関連 － － － 541 － 541

-車載関連 － － － 6,004 － 6,004

-インダストリー分野 － － － 1,939 － 1,939

ＥＵ事業合計 － － － 8,485 － 8,485

       

顧客との契約から生じる収益 3,408 5,856 1,726 8,485 3,696 23,172

       

収益認識の時期       

一時点で移転する製品 3,408 5,856 1,726 8,272 3,696 22,959

一定の期間にわたり移転するサービス － － － 212 － 212

 3,408 5,856 1,726 8,485 3,696 23,172

 

(1)アジア・パシフィック事業

　アジア・パシフィック事業においては、家電製品関連、車載関連、インダストリー関連のコイル製品の

販売を行っており、主にこれらの分野を手がける製造業を営む企業を顧客としております。

　このようなコイル製品の販売については、製品を顧客に引渡し検収された時点で顧客が当該製品に対す

る支配を獲得することから、履行義務が充足されると判断しており、当該製品の引渡時点で収益を認識し

ております。

　アジア・パシフィック事業における一部の製品販売については、販売金額など一定の目標の達成を条件

としたリベートを支払うことがあります。その場合の取引金額は、顧客との契約において約束された対価

から当該販売に対応するリベートの見積額を控除した金額で算定しております。

　収益は重大な戻入が生じない可能性が非常に高い範囲でのみ認識しております。

　顧客からの受注に基づき生産し販売するため、販売した製品に瑕疵がある場合以外の返品はなく、返品

に係る過去の実績からも重要性が見込まれていないため、返品に係る負債及び当該返品に掛かる資産は認

識しておりません。

 

(2)ＥＵ事業

　ＥＵ事業においては、車載関連、インダストリー関連、家電製品関連のコイル製品の販売をおこなって

おり、主にこれらの分野を手がける製造業を営む企業を顧客としております。

　このようなコイル製品の販売については、製品を顧客に引渡し検収された時点で顧客が当該製品に対す

る支配を獲得することから、履行義務が充足されると判断しており、当該製品の引渡時点で収益を認識し

ております。

　またＥＵ事業では上記顧客の要請に基づき仕様設計等の開発サービスを請け負っています。当該開発

サービスについてはコイル製品販売と区別され、開発期間等一定の期間にわたり収益を認識しておりま

す。

　ＥＵ事業における一部の製品販売については、販売金額など一定の目標の達成を条件としたリベートを

支払うことがあります。その場合の取引金額は、顧客との契約において約束された対価から当該販売に対

応するリベートの見積額を控除した金額で算定しております。

　収益は重大な戻入が生じない可能性が非常に高い範囲でのみ認識しております。

　顧客からの受注に基づき生産し販売するため、販売した製品に瑕疵がある場合以外の返品はなく、返品

に係る過去の実績からも重要性が見込まれていないため、返品に係る負債及び当該返品に掛かる資産は認

識しておりません。
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11　収益及び費用

(1）その他の営業収益

（単位：百万円）
 

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年１月１日
至　2018年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年６月30日）

有形固定資産売却益 43 27

その他 3 33

合計 47 61

 

(2）金融収益

（単位：百万円）
 

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年１月１日
至　2018年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年６月30日）

受取利息 11 10

保険積立金評価益 28 3

合計 40 14

 

(3）その他の営業費用

（単位：百万円）
 

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年１月１日
至　2018年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年６月30日）

有形固定資産除売却損 18 7

その他 50 13

合計 69 21

 

(4）金融費用

（単位：百万円）
 

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年１月１日
至　2018年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年６月30日）

為替差損 164 41

支払利息 336 602

その他 53 48

合計 555 692

 

 

12　後発事象

該当事項はありません。
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２【その他】

（１）2019年５月７日開催の取締役会において、2019年12月期第１四半期配当について、次のとおり決議いたし

ました。

① 剰余金の配当の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 162百万円

② １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６円00銭

 

（２）2019年７月31日開催の取締役会において、2019年12月期第２四半期配当について、次のとおり決議いたし

ました。

① 剰余金の配当の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 162百万円

② １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６円00銭

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・ 2019年８月26日

（注）2019年６月30日の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年８月９日

スミダコーポレーション株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 寺田　昭仁　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 水野　勝成　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

スミダコーポレーション株式会社の2019年１月１日から2019年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（2019年４月１日から2019年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2019年１月１日から2019年６月30日まで）に

係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結

包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸

表注記について四半期レビューを行った。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準

第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤

謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に

準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務

報告」に準拠して、スミダコーポレーション株式会社及び連結子会社の2019年６月30日現在の財政状態、同日をもって終

了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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